
第 6 章 地 盤 沈 下

本県の地盤沈下は建設省国土地理院が実施 し た水準測量 に よ っ て 、 鳥取市本町 ( 遷喬小学校 ) に あ

る 一等水準点で昭和 4 0 年か ら 4 5 年 ま でに 1 3 8 鋼の 沈 下が観測 さ れた 。

ま た 、 環境庁は昭和 4 6 年度 に地盤沈 下 メ カ ー ズ ム 研究会 に 全国澗査 を委託 し 、 鳥取平野がそ の対

象 と し て概況凋査がな さ れた 。

県では 、 こ れ を契機 と し て 昭和 4 8 年度 に専門家 に よ る 地盤沈 下協議会 を設置 し 、 昭和 4 9 年度 鳥

取市に水準点 5 点 を 設置す る と と も に 国土地理院 に水準測量 を要請 し 、 そ の後 も 、 昭 5 1 、 5 2 、

b 3 年度 に 、 県 国土地理院共同 で、 昭和 5 4 、 5 5 年度は県単独で、 鳥取市内 の 水準測量 を実施 し

た 。

昭和 5 5 年度 ( S 54 7 ~ 55 7 ) の 1 年間の地盤沈 下状況は 、 昭和 4 9 年か ら 測量 を実施 し て い

る 地点では、 最大が田園町三丁 目 〔 国道 2 9 号線喫茶 ｢あ ど あ ｣ 前 水準点番号 0 2 9 一 1 1 9 〕 の

軸3 3 . 8 0 伽で、 南に行 く に し た が っ て 、 西町五丁 目 〔 国道 2 9 号線大平 ヒ ル 前 水準点番号 0 2 9 一 1 1 8 〕
で 1 . 2 0 伽、 寿町 〔 西中 水準点番号( 1 ) 〕 で 1 . 0 9 (鰯 と 沈 下量は大幅に減少 し 、 本町一丁 目 〔 遷喬小

水準点番号 1 0 6 7 〕 では 0 . 6 2 伽、 行徳 〔 ;慈 眼寺 水準点番号(3) 〕 では 0 4 8 伽、 吉方温泉町 一丁 目

〔 日 進小 水準点番号(2 ) 〕 では 0 . 1 5 伽 と わずか に な っ て い る 。

昭和 5 3 年度に 水準点 を設置 し 、 測量 を 開始 し た 田 園町四丁 目 〔 建設省 鳥取工事事務所 水準点番

号 ( 建 ) 〕 では 、 昭和 5 5 年度 ( S 54 7 ~ 55 . 7 ) 1 年間に 5 3 8 勿の沈 下が観測 さ れた 。

各水準点の 昭和 5 5 年度の 沈下量 と 、 昭和 4 9 ~ 5 5 年度の年平均沈 下量 を比較す る と 、 田 園町三

丁 目 〔 国道 2 9 号線喫茶 ｢あ ど あ｣ 前 水準点番号 0 2 9 一 1 1 9 〕 で増加 し て い る が 他の地点では

いずれ も 減少 し て い る 。

全体的に み る と 、 鳥取市市街地の北部では 、 同程度の地盤沈下が継続 し て い る が 南 下す る に し た

が っ て 、 沈 下は鈍化の傾向 に あ る と い え る 。

な 鳥取平野は 、 千代川 の流域 に発達 し た沖積平野で、 層厚 5 0 佛程度の洪積層 と 、 層 厚 3 0 伽程度の

沖積層が発達 し 、 い わ ゆ る 軟弱地層 と な っ て い る 。

地盤沈下の 原因 に つい て は 、 沖積層 の粘土層 、 特に 軟弱な 上部粘土層 ( 層厚 5 ~ 1 0 侃程度 ) の圧

密 に よ る も の と 想定 さ れ る が、 地質の状況、 地 下水利用及び都市化の進行状況等に よ り 地区 に よ っ
　

て沈下量 に差が見 ら れ る も の と 思われ る 。
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表 9 3 鳥取市内各水準点の 地盤沈 下量

、、、~、、、水準点

滅、
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丁 園

目 町
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二 松

丁 並

目 町

鳥 取 県

( 1 )

( 寿

西

中

) 町

029- 1 1 8 1 0 6 7
鳥 取 県

(3)
1 0 6 8

西町五丁目 本町(遷喬小) 行徳(慈眼寺) 新品治(景福寺)
S 4 9 . 6 ~ 5 1 . 6

の 沈 下 量

7 6 3

( 3 8 2 )

3 7 8

( 1 8 9 )

2 2 2

( 2 0 5 )

2 0 4

4 0

( 2 0 1 )

2 . 2 5

( 2 .0 8 )

2 . 0 2

3 4 3

( 1 . 7 2 )

1 . 7 9

( 1 6 5 )

1 . 9 9

3 4 1

( 1 . 7 1 )

28 5

( 1 4 3 )

1 5 8

( 0 7 9 )

1 . 8 0

( 1 . 6 6 )

1 . 5 5

( 1 .4 3 )

1 . 0 3

( 0 . 9 5 )

S 5 1 . 6 () 5 2 7

の 沈 下 量

S o 2 7 () 5 3 7

の 沈 下 量

4 .2 2

( 3 9 0 )

3 5 5 1 5 5 0 9 9 0 . 8 3

S 5 3 7 ~ 5 4 7

の 沈 下 量
36 6 2 3 7 1 . 6 4 1 2 9 ] 0 0 0 7 8 0 4 9

′ S D 4 7 ~ 5 5 7

の 沈 下 量
3 8 0 1 . 1 3 1 . 0 9 1 . 2 0 0 6 2 0 . 4 8 0 . 2 5

r S 4 9 6~55 . ブ
。十

ミ の沈 下量 ｣
2 2 8 6 1 1 5 4 1 1 0 2 9 7 0 8 3 8 6 6 5 4 1 8

単位 cm

鳥 取 県
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四 吉
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泉
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院 丁
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成
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庖

丁

人

町吉方温泉町(日進小) 幸町(市立病院) 富安(職業訓練校) 今町二丁目 謹讓
1 .8 2

( 0 9 1 )

0 9 5

( 0 . 8 8 )

0 7 1

( 0 3 6 )

0 . 6 4

( 0 . 3 2 )

0 8 2

( 0 .4 1 )

0 5 1

( 0 . 2 6 )

0 4 3

( 0 . 2 2 )

0 4 8

( 0 4 4 )

0 4 1

( 0 2 1 )

0 .4 7

( 0 4 3 )

0 6 7

( 0 . 6 2 )

0 . 4 3

( 0 4 0 )

0 4 6

( 0 . 4 2 )

0 4 6

( 0 . 4 2 )

0 5 8 0 . 4 3 0 4 5 0 . 1 3 0 3 0 0 3 3 0 3 2 脳]
0 6 7

亡 失

S 5 4 1
再設 J

8 4 7 S 5 4

測量

開始

0. 1 5
5 . 3 8 0 4 2

4 . 1 7 〔鬆勁
1 .8 1

〔 同左 〕

1 . 5 2

〔 同左 〕

1 .4 1

〔 同左 〕

1 2 7

〔 同左 〕

1 2 4

て 同左 〕

1 .2 0

図 1 2 主な 水準点の累 。十沈 下量

注 1 沈 下量の ( ) は 、 1 年間の沈 下量に 換算 し た も の 。

も 9 年 6 月 1 年 6 月 D 2 年 7 月 5 3 年 7 月 5 4 年 7 月 範 年 明一一 は 、 測量 し な か っ た も の 。

3 . 水準点番号 建は 、 昭和 5 3 年度建設省 鳥取工事事務所が敷地内 に 設置 し た も の 。 0 68 1 1 0 5 3 ‐ 1 3 3 1 2 今町 2 丁 目
( 5 ) 1 b 富 安

沈

4 4 ③ ,戸存温泉震 4 25 2 0 2 9 一 1 1 8 6 2
6 0 7 2 西町 り 丁 目 6 7下

7 6 ( o o 9 ‐ 2 0 9 ) 85
8 0

松並町 2 丁 目 1 0 4

3 量

( o 2 9 ‐ 1 1 9 ) l o 4

田園町 3 丁 目

29
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図 1 3 鳥取市 の地盤沈 下等量線図
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第 7 章 そ のほかの環境汚染物質

第 1 節 休廃止鉱 山 の 重金属

｢農用地の土壌の 汚染防止等に関す る 法律｣ ( 昭和 4 5 年 1 2 月 2 5 日 法律第 1 3 9 号 ) では土

壌汚染の 原因 と な る物質 と し て 、 人の健康上問題が あ る も の と し て カ ト ミ ウ ム を 、 農作物等生育上

問題が あ る も の と し て銅が指定 さ れ て い る 。

カ ト ミ ウ ム に つい て は玄米中の含有量 1 ppm以上、 銅 に つい て は土 じ う 中の含有量が 1 2 5 ppm 以

上の も の を それぞれ被害があ る と さ れて き た 。

休廃止鉱山の な かで、 現在 ま で鉱害 と し て 問題に な っ た も の は 、 岩美町荒金の岩美鉱山、 鳥取市

百谷の 百谷鉱山であ る 。

岩美鉱山 明治 2 2 年 に開坑 さ れた鉱山で、 銅 を 含ん だ鉱水は 下流の小田川流域の 水 田約 2 0 0

ヘ ク タ ー ル に 被害 を及ぼ し 、 昭和 4 6 ~ 4 7 年 に か け て実施 し た 調査では 8 8 検体の 玄米 の う ち

0 の 2 2 検体の 玄米 に カ ド ゥ ム の 人為的汚染 ( カ ト ゥ ム o . 4 p即以上 ) が認 め ら れた が 食品衛生法

では食品 と し て取 り 扱われな い カ ト ミ ウ ム 1 ppm以上の 玄米 は認め ら れな か っ た 。 ま た 、 土 じ う に

つい て は米の収量に影響があ る と 判断 さ れ る 1 2 5 ppm以上の銅 を含有 し て い た土 じ ょ う が 9 0 地点

中 2 4 地点 あ っ た 。 県では鉱害対策 と し て 昭和 4 7 ~ 5 4 年度に事業費 2 4 7 , 5 2 9 千円 で鉱水処

理施設、 沈殿物堆積場の設置及び整備、 捨石た い積場の防護施設工事等 を行 っ た 。 ま た 、 昭和 5 5

年度は 、 事業費 1 3 3 , 1 6 2 千円 で第 5 及び第 6 沈殿物堆積場鉱害防止工事、 並びに坑廃水処理施

設整備工事 を行 う と 共 に 、 旧第 2 捨石たい石場かん止場安全凋査 を行 っ た 。

百山鉱山 開坑の歴史は古い鉱山で、 昭和 4 7 ･ 4 8 年度に 、 下流 2 0 ヘ ク タ ー ル に実施 し た澗

査では 、 玄米 2 6 検体の う ち 、 人為的汚染 ( カ ド ミ ウ ム 0 . 4 p皿以上 ) の 認め ら れ た も の が 2 検体あ

っ た 。 土 じ う では銅 1 2 5 ppm以上の も の が 2 3 地点の う ち 7 地点認め ら れた 。

鉱害対策 と し ては 百谷鉱業㈱は 、 昭和 4 8 年 に銅の 高汚染地域 1 1 ヘ ク タ ー ルの 客土事業 と 坑 口

の完全閉鎖、 農業用水路の新設等 を行い現在に至 っ て い る 。

　 　
第 2 節 水 銀等重金属類 の汚染状況

水銀等に よ る 環境汚染、 食品汚染の 実態 を知る た め 、 農用地 8 2 地点 に つい て 土 じ ょ う 、 農作物

並びに県内 魚介類 1 1 検体、 県外魚介類 1 9 検体に つい て 魚介類凋査 を行 っ た 。 そ の 結果は表 7 4

~ 7 5 の と お り であ る 。
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1 . 土壌、 農産物調査

小田川流域の 水田 1 4 6 ヘ ク タ ー ル 8 2 地点 に つい て 、 土壌中 の重金属及び玄米 中の重金属含有

量 を細密調査 し た 。

そ の結果 に つい て みる と 、 土壌中 の銅は 4 8 地点平均 1 1 4 p弧で、 う ち ｢農用地の土壌汚染防止

に関す る 法律｣ に定め る 農用地 ( 田 に 限 る 。 ) 土壌汚染対策地域の指定要件であ る 銅 1 2 5 ppm を 超

え る 地点は 1 8 地点 あ っ た 。

ま た 、 カ ト ミ ウ ム に つい て は 、 4 8 地点平均で 0 . 6 8 ppmで あ っ た 。 玄米中の カ ド ミ ウ ウ 含有量は

8 地点平均で 0 2 2 ppmであ り 、 玄米 の カ ド ミ ウ ム 基準値 1 ppm を 上回 る も の は な か っ た 。

表 9 4 水田土壌及び玄米中の 重金属澗査結果 ( 単位 ; 唯/k夕 )

地 区

土 壌 玄 米

覊査結果
カ ド ミ ウ ム 銅

調査結果
カ ト ミ ウ ム

最小値~最大値 平均値 最小値~最大値 平均値 最小値~最大値 平均値

岩美町大字荒金

〃 院内

〃 長郷

" 高住

“ 岩常

“ 河崎

“ 太 田

9

9

6

8

1 2

4

0 5 7 () 1 4 7

0 4 7 () 0 . 8 1

0 . 3 9 () 0 . 6 9

0 4 4 () 0 7 0

0 4 1 () 0 8 6

0 7 8 () 0 . 8 5

0 9 6

0 6 4

0 . 5 5

0 5 2

0 . 6 4

0 8 1

1 6 . 5 () 3 8 2 8

9 . 8 () 2 8 4 8

8 9 . 7 へ) 2 3 1 8

2 7 . 1 へ) 3 0 4 . 7

6 8 ^) 2 4 8 . 8

3 6 6 ^) 1 3 4 . 3

1 1 0 8

1 0 3 . 9

1 4 0 4

1 1 9 . 3

1 1 8 . 9

7 9 4

3

2

3

3

1 1

8

8

0 2 0 () 0 . 9 0

0 . 0 9 () 0 . 2 0

0 . 2 4 () 0 . 6 3

0 . 2 3 () 0 . 2 7

0 . 0 4 ^) 0 . 3 9

0 . 0 7 ^) 0 . 7 0

0 . 0 8 () 0 . 2 8

0 . 4 8

0 1 5

0 4 1

0 . 2 5

0 1 7

0 2 1

0 . 1 4

合 。十 4 8 0 6 8 1 1 4 0 38 0 2 2

〔 注 〕 昭和 5 5 年度農業改良課搦査

2. 魚介類凋査

県内産魚介類 1 1 検体、 県外産魚介類 1 9 検体につい て総水銀の調査 を行 っ た が、 いずれ も 暫定

的規制値 ( 昭和 4 8 年 7 月 2 3 日 厚生省暫定的規制 ) 総水銀 0. 4 p血 を 下回 っ てい る 。

表 9 5 魚 介 類 調 査

区 分
総 水 銀

備 考
検体数 道 不 適 最高値 最低値 平均値

県内水場魚介類

県外水場魚介類

討

1 1

1 9

3 0

1 1

1 9

3 0 000
PPm

0 . 0 7

0 1 3

川皿

N D

N D

ppm

0 . 0 2

0. 0 4

暫定的規制値

総水銀 0. 4 P即

( 注 ) 昭和 5 4 年度県衛生課調査
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第 3 節 P C B の 汚染状況

P C B に よ る 食品の汚染の 実態 を知る た め 暫定的規制値の投げ ら れて い る 食品 4 3 検体の調査 を

行 っ た が、 いずれ も 暫定的規制値 ( 昭和 1 7 年 8 月 2 4 日 厚生省暫定的規制 ) を 下回 っ て い た 。

表 9 6 食品 P C B 汚染調査

種 類 別 総検体数
中 鈷 I 斬字&
田 旧 - 畠街群

最高値 最低値 平均値 尻刷胆
PPm ppm p随 PPm

適 不適 備 考
最高値

PPm

最低値
PPm

魚介類
県内水場

遠洋沖合魚介類 7 0 02 N D 0 0 1 以 下 0 5 7 O 遠洋 と び う お 、 し い ら 、

さ ば、 いわ し、 かれい、 す

け そ う だ ら 、 ズ ワ イ カ ー

内海 : た ち う お、 こ の しろ 、

い さ き 、 あ じ 、 かわは ぎ 、

は ま ち 、 し ろ いか、 き んふ

ぐ、 あ か はた 、 の ど ぐる 、

あ ま た い 、 へい け たい 、 あ

な が しろ 、 あ ま さ ぎ

内海内湾 “ 4 0 . 1 8 N D 0 . 06 3 4 O

県外水場
遠洋沖合 “ 1 3 0 1 5 N D 0 03 0 5 1 3 O

内海内湾 “ 6 0 1 8 N D 0 03 3 6 O

。十 30 3 0 O

牛 乳 5 N D N D N D 0 1 5 O 学校給食用 牛乳

乳 製 品 2 N D N D N D 1 2 O バ タ ー 、 脱脂粉乳

肉 種 3 N D N D N D 0 5 3 O 牛肉 、 豚肉 、 鶏肉

卵 種 3 N D N D N D 0 . 2 3 O 鶏卵

。十 4 3 4 3 O

( 注 ) 昭和 5 4 年度県衛生課調査

N D 検出 さ れず ( 0 0 1 未満 )
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第 8 章 廃 棄 物

経済の成長、 生活水準の 向上に伴 う 各種の 廃棄物の量的増大 と 質的変化に は著 し い も の が あ る が、

こ れ ら の現状 に対処 し 、 廃棄物 を適正に 処理す る た め 、 昭和 4 5 年廃棄物の処理及び清掃に 関す る 法

律 〔 以下 ｢廃棄物処理法｣ と い う 。 ) が制定 さ れ、 翌年 9 月 施行 さ れた o

廃棄物は、 表 9 れこ 示す と お り 事業活動 に伴 っ て排出 さ れ る も の の う ち 法令で特定 さ れた産業廃棄

物 と 、 それ以外の一般廃棄物 に分類 さ れ る 。 一般廃棄物 と 産業廃棄物は 、 それぞれの 処理体系に 帰属

す る こ と と な る が 、 一般廃棄物の 処理は市町村の 固有事務 と さ れ、 他方産業廃棄物は 、 排出事業者の

処理責任が明定 さ れて い る 。

表 9 7 廃棄物の 分類

事業系 ごみ 粗大ごみ 不燃ごみ
一般廃棄物 〔 事業系一般廃棄物 )

( 法第 2 条第 2 項 ) し 尿

一て
｢

産て

廃 棄 物 し 尿

( 法第 2 条第 1 項 ) し 尿浄化槽汚泥

業廃棄物 ( 特定 さ れた 1 9 種類 )
法第 2 条第 3 項 )

第 1 節 一般廃棄物 の 現況

一般廃棄物は 、 し 尿 と ごみに 大別 さ れ る が 市町村は こ れ ら の 処理に つい て 、 廃棄物処理法第 6

条に定め る と こ ろ に よ り 、 処理す べ き 区域 を定め 、 当該区域内 に お け る 一般廃棄物の 処理に つい て

所定の 。十画 を策定 し 、 こ れ に基づき収集、 運搬、 処理処分 を 。十画的に実施す る こ と に な っ て い る o

。十画的に収集 さ れ た一般廃棄物 を生活環境の保全上支障の な い よ う 適正 に処理処分す る た め に は ･

処理施設 を整備 し 、 こ れ ら の 施設に お い て 衛生的に処理す る 必要が あ る が 施設の整備に つい ては･

各市町村 におい て 廃棄物処理施設整備緊急措置法に基つ き 国が定め る 話画 に の と り 整備事業の推

　 　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　
{門 町村は な い が 今後、 排出量の 増大及び施設の老朽化等に伴い各市町村にお い て は 、 施設の新増設も メ

壤 び 、 九 … の ロ カコ い ら れ る よ フ 。 ･
i軽 1 . し 尿処理し 尿 の処理に つい て は 、 公共 下水道の 整備に よ り 下水道終末処理施設で処理す る こ と が望 ま し

ー 1 2 0 -



い が 下水道が普及 し て い な い地域 に お い て は し 尿浄化槽が普及 し つつ あ る 。

し か し 、 大半の家庭は 、 汲取便所であ り 、 こ れ ら の 汲取 り し 尿及び浄化槽汚でい等は 、 し 尿処

理施設等に お い て衛生処理す る 必要が あ る 。 昭和54年度 に お け る し 尿の 処理状況 に つい て は 、 図

1 4に 示す と お り であ る 。

し 尿処理施設の整備状況等は表98 に 示す と お り で あ る が、 処理率の 向上及び施設の老朽化等に

伴 う 新増設及び更新 を 関係市町村におい て検討す る 必要が あ る 。

図 1 4 し 尿処理の状況 ( 昭和 5 4 年度実績 )

処理人 口 等 ( 単位 人 ) 収集 し尿処処理系統図 ( 単位 を“/年 ) 理内訳比率

①

総

人

口

6 0 5 , 8 9 6

②

。十

画

処

理

区

域

内

人

口

6 0 5 ,8 9 6

③

水洗化

人 口

1 4 2 9 2 4

@
公共下水道

5 6 . 6 1 6

⑥

し 尿浄化槽

8 6 ,3 0 8

④

非

水

洗

化

人

口

4 6 2 ,9 7 2

⑦

。十

画

収

集

人

口

3 2 6 ,4 2 6

⑧
自 家処理
人 口

1 3 6 , 5 4 6

し 尿 処 理

施 設

9 0 4 %

下水道投入

9 . 6 %

排 水 下水道終末処理場

排 水 し 尿 浄 化 槽 汚 況

し 尿 ⑫

1 4 37 5 9 ⑨ し 尿 処理 施 設 ゑ 0, 7 9 1
1 7 4 5 5 0

し 尿

1 85 1 も (せ蚕,説事)
し 尿

7 0 ,8 1 8

@ 自'総 理)

( 人 口 ヘ ー ス )

。十 画 区 域 率 ②/①× 1 0 0 = 100 .0%

　 　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　 　
計画収集率 A ⑦/① × 1 0 0 = 53 . 9 % 。十画収集率 B ⑦/④× 1 0 0 = 70 5 %

自 家処理率 A ③/① × 1 0 0 = 22 . 5 % 自 家処理率 B ⑧/④× 1 0 0 = 29 5 %

1 人 1 日 当た り し 尿収集量 1 人 1 日 当 た り し 尿浄化槽汚泥収集量

( ⑨+⑲‐⑫ ) × 10 3 ÷⑦÷ 365 = 1 .36 “%久･ 日 ⑫ × 10 3 マ⑧÷ 365 = 0 98 “Z久･ 日

1 人 1 日 当 た り し 尿排出量

( ⑨+⑩十⑪-⑫ ) × 10 3 ÷④ ÷ 365 = 1 38 “ソ人･ 日

- 1 2 1 -



表 9 8 し 尿処理施設の 整備状況

( 昭和 5 5 年 3 月 末現在 )

設置主体名
施 設 の

名 称
施 設 の 所 在 地

A

施設の

規 模

(&“%日 )

処理方式 動始月稼開年
B

昭和 5 4
年度中の
年間処理

実 績
@“/年)

B

AX365

残渣

量

(%箏

備 考

東部行城行

政管理組合
因幡浄苑

鳥取市秋里

1 0 3 7 番地
1 70

好 気 性

消 化
46 . 1 1 47 .009 0 . 76 1 57

中部広域行

政管理組合

日 の 宮

浄 苑 苑

倉吉市小田字 日 の

宮 3 番地
1 20

嫌 気 性

消 化
40 7 42 ,400 0 97 4 5 94

米子市ほ か

9 か町村衛

生施設組合

米 子 市

浄 化 場

米子市安倍

2 1 4 番地

56

嫌気性消

化 十 ( 散

水 ろ 床法 )

39 1 1 2 0 1 1 0 59 46

1 20
好 気 性

消 化
49 1 2 31 , 852 0 . 73 1 22

I

白 浜

浄 化 場

西伯郡淀江町中間

8 5 6 番地
80 たり 42 . 4 22 ,445 0 . 77 328

境 港 市
境 港 市

浄 化 場

境港市小篠津町無

番地
56

嫌 気 性

消 化
39 4 1 4 ,885 0 73 200

日 南町 ･ 江
府町 ･ 日 南
町衛生施設
組 合

清 化 園
日 野郡江府町大字

佐川 2 番地
1 4

一段活性

汚 で い
40 4 3 948 0 . 77 65

。十 61 6//174 550 0 78 5 , 5 12

2. ごみ処理

地域住民の 日 常生活に伴 っ て排出 さ れ る ごみは 、 量的 に は増大傾向 か ら横ばい の傾向 に 転 じ て

い る が 質的に は な お多様化の傾向 を た ど っ て お り 、 市町村では こ れ ら の ごみ及び事業活動 に伴

っ て 生 じ る 廃棄物の う ち 所定の も の に つい て 、 収集 ･ 運搬、 処理、 処分 に 至 る 一連の作業 を処理

。十画の 中 で定め て い る 。

昭和54年度に お け る ごみ処理の状況は、 図 1 5及び図 16の と お り であ る が、 市町村の収集計画 に

よ り 収集 さ れて い る も の は 、 計画処理区域内の総排出量の 66 . 6%、 事業系一般廃棄物等直接搬入

量は 18 7 % 、 自 家処理量は 1 4 .7 %であ る 。

な お 、 ごみ処理施設整備状況は、 表99、 表 100 の と お り であ る 。

一 1 22-
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図 1 5 ごみ処理の状況 ( 昭和 5 4 年度実績 )

処理系統図 ( 単位 ト ノ/年 )

1 3 , 963
処理人 口 等 ( 単位 人 )

⑥ 可燃 ご み 1 1 7 ,908 焼却施設 残灰
収 n 7 ,908 1 35 1 75 1 4 ,4 53

集 不燃ご み 1 2 , 922 埋
総 26 ,885 立

里 粗大ごみ 5 , 398 麗滋 郎 32o 処
1 50 ,236 5 ,443 1 8 320

1 7 , 267 45 分

直接雙搦み 第54

自 家処理　 　　　　 　
。十画処理区域外人 口

1 ,699

。十画収集区域率 ②/① × 1 0 0 = 9 9 7 %

計 画 収 集 率 ④/① × 1 0 0 = 9 1 1 %

1 人 1 日 当 た り ごみ排出量 A ⑨ × 1 0 6 十④ 3 6 5 = 7 4 6 夕 /入 日

1 人 1 日 当 た り ごみ排出量 B ( ⑤ +⑦十⑧ ) × 1 0 6 ÷② - 3 6 5 = 1 , 0 2 3 ラ ノ入 日

図 1 6 計画処理区域内 に お け る ごみ処理の状況

自 家処理

33 ,1 33 ト メダ年

( 1 4 7 % ごみ焼却

動 。十面 処理 処理施設
埋立処分 区域内排出量

225 , 590 ト者年 1 35 , 1 75
57 , 282 ト%年 ( 1 oo % ) ト%年

( 25 .4 % ) ( 59 9 % )

( 注 ) 埋立処分 に は 、 残灰 は含 ま な い 。

一 1 2 3一
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収
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表 9 9 ごみ処理施設 ( 粗大 ごみ処理施設 を除 く ) 整備状況

( 昭和 5 5 年 3 月 末現在 )

設 置 主 体 名 施設の 名称 施 設 の 所 在 地

A

施設の

規 模

( t / 日 )

炉 蓬 式

稼 動

開 始

年 月

B

昭和 5 4 年

度中の年間

処 理 実 績

( t /㈲

稼 動 率

B

( 姦 沓籔)

残渣量

( t為年 )
備考

鳥 取 市
神 谷 浦

掃 工 場
鳥取市 西今在家 2 2 7 1 8 0 連 続 燃 焼 式 4 9 1 1 3 9 9 1 0 0 6 2 4 3 9 0

国 府 町 こ く ふ浄苑 国府町岡益 5 2 4 ･ 5 2 5 6 機械化バ ッ チ 式 4 6 1 2 1 3 8 8 0 9 3 1 0 7

岩 美 町
岩 美 町

清 掃 工 場
岩美町大字浦富字坊谷 3 0 /′ 0 3 6 2 6 3 0 0 4 2 3 3 5

福 部 村 福 部 浄 苑 福部村大字中 1 0 9 6 ′ ′ 5 0 4 6 0 0 0 3 3 6 0

河 原 町
河 原 町

ごみ処理場
河原町大字郷原 4 3 4 ‐ 2

b 固定 バッ チ 式 4 6 4 4 4 0 08 0 4 4

8 機械化バ ッ チ式 り 2 4 1 , 5 5 1 0 6 5 1 D 9

若 桜 町
若 桜 町 営

塵芥処理場
若桜町大字浅井 1 0 ノン 5 1 口 1 , 2 9 8 0 4 4 9 6

智 頭 町
智 頭 町

塵芥処理場
智頭町大字市瀬 i 6 4 3 2 8 固定 バ ッ チ 式 4 4 6 1 6 9 4 0 7 2 1 2 0

八 頭 東 部

衛 生 施 設 組 合

組 合 立

ゞみ処理場
船岡町大字水口 1 4 2 ‐ 2 2 0 機械化 バ ッ チ 式 b 0 1 0 2 6 8 5 0 4 G 2 1 9

佐 治 用 瀬

ゞみ処理 施設組合
′′

佐 治村大字葛谷字水工谷

4 7 8 2
6 ′/ 4 8 7 1 2 2 8 0 3 5 1 8 4

気高郡衛生施設組合 メソ

気高町大字八東水字

ガ ガ谷
2 0 ′ソ 4 8 4 う 6 2 0 0 9 4 5 0 4

中 部 広 域

行 政 管 理 組 合

向 山 情

掃 工 場
倉 吉市和田 東町 8 9 3 3 6 ′′ 4 4 8 9 0 1 1 0 9 7 1 1 3 1

東 伯 清

掃 工 場
東伯町田越 1 0 4 5 0 ′′ 4 9 1 2 9 9 6 0 0 7 3 9 9 6

赤 崎 分 場 赤碕町箆滓 D 1 4 2 5 メソ 4 5 3 8 7 7 0 6 0 6 2

米 子 市
米 子 市 営

塵芥処理場
米子市長砂町 9 4 6 - 1

6 0 ′′ 4 6 1 0 0 0 0 0

1
0

2 0 固定バ ッ チ式 4 0 1 0 0 0 0 0

米 子 市
米 子 市

清 掃 工 場
米 子市河崎 3 3 3 3 2 9 0 連 続 燃 焼 式 5 4 4 3 0 9 6 8 0 3 9 3 0 9 7

境 港 市
境 港 市 営

塵芥処理場
境港市福定町 6 7 3

3 0 擬械化パ ッ チ 式 4 1 4 6 4 2 9 0 7 3 1 2 3 7

2 0 ′′ 4 8 4 4 ,2 8 6 0 7 3 8 2 6

西伯 町 外 2 力 町

清掃 施設管理組合

新 宮 谷

焼 却 場

西伯町大字法勝寺

字新宮谷 2 2 1
7 メソ 4 7 0 1 8 9 5 0 8 9 7 0

日 吉 津 村
日 吉 津 村

塵芥処理場
日 吉津村 日 吉 津 1 8 6 6 3 固定バ ッ チ式 4 4 2 5 3 4 0 6 0 5

淀 江 町
淀 江 町

ごみ焼却場
淀江町大字福岡字高尾谷 1 0 メソ 0 3 4 1 7 3 4 0 7 6 2 0 5

一 1 24 一



設 置 主 体 名 施設の名称 施 設 の 所 在 地

A

施 設 の

規 模

( t / 日 )

炉 型 式

稼 動

開 始

年 月

B

昭和 5 4 年

度中の年間

処 理 実 績

( t /年)

稼 動 率

B

( 鏑螢)

残渣 屋

( t垢年 )

備考

大 山 町
大 山 町

塵芥処理場
大山町上方 2 1 2 〇 固定 バ ッ チ式 4 6 9 6 7 6 0 4 0 8 1

名 和 町
名 和 町

塵芥処理場
名 和町大字大塚 8 7 7 2

b 機械化 パ ッ チ 式 5 1 4 1 3 5 4 0 8 8 8 8

3 固定 バ ッ チ 式 4 4 4 4 1 7 0 7 6 4 3

中 山 町
中 山 町 営

塵芥処理場

中 山町羽 田井字中 山原

1 4 1 9 2 2 6
〇 機械化バ ッ チ式 4 9 7 1 , 6 2 2 1 0 5 1 0 0

日 野 町
日 野 町

塵芥処理場
日 野町黒坂 1 8 7

3 固 定 バ ッ チ式 4 り 7 4 6 2 0 5 2 2 1

〇 機械化 バ ッ チ 式 b 3 4 7 7 0 0 5 2 3 6

日 南 町
日 南 町

ごみ焼却場
日 南町生山 4 5 0 7 ′′ 4 8 0 1 ,5 3 2 1 0 7 4 3

江 府 町
江 府 町

塵芥処理場
江府町江尾 4 7 5

2 固定バ ッ チ 式 4 5 2 3 0 9 0 5 1 0

5 機械化 バ ッ チ 式 5 4 4 1 , 2 3 6 0 8 0 4 0

溝 口 町
溝 口 町

こ み処理場
溝 口 町上野 カ マ 谷 1 1 0 1

2 固定 バ ッ チ式 4 0 4 0 0 0

7 ′/ 5 0 4 1 5 5 9 0 7 3 1 4 4

。十 8 7 9 / /1 4 4 5 3

表 1 0 0 粗 大 ご み 処 理 施 設

( 昭和 5 5 年 3 月 末現在 )

装置主体名 処 理 場 名 蓬 式

A

公称能力

( t/日 )

稼動開始

年 月

B

年間処理実

績( t/日 )

計 量
C

稼動 日 数

C

3 6 5

B

A X C
備 考

東部広域行政

管 理 組 合
高草清掃工場 破 砕 l 5 0 4 7 8 4 0 5 8 無 2 9 8 O B O 0 0 9

中 部 広 域

行政管理組合
向山 清掃工場

圧縮 ･ 破砕

併 用
b o 4 8 4 4 4 3 4 有 2 7 3 0 7 5 0 3 2

西部広域行政

管 理 組 合
中 海 処 理 場

圧縮 ･ 破砕

併 用
6 0 4 8 8 9 8 2 8 有 2 7 3 0 7 5 0 6 0

。十 / / 8 3 2 0/
延べ

平均
平均 0 7 7 平均 0

一 1 2 5 ･一



3. 最終処分場

収集 さ れ た廃棄物は 、 焼却、 破砕等、 物理的化学的叉は、 生物学的な 方法 に よ り 減量、 安定化

さ れ生活環境の保全上支障の少 な い も の と し て 自 然の 受容能力の 中 に包含 さ れな けれ ばな ら な い。

現在の と こ ろ 本県に おい て は、 海洋投棄は行われて い な い の で、 市町村が設置 し て い る ごみ処

理施設か ら排出 さ れ る 焼却残灰及び収集 さ れた 不燃物等は 、 最終処分場に お い て埋立処分 さ れて

い る o

市町村が確保 し て い る 最終処分場は表 101 に 示す と お り であ る が、 今後生活様式の変化等に伴

い ごみの 中 に含 ま れる 不燃性分の増大及び既存の 処理場の埋立完了 に伴い新た な 用地の確保 を 関

係市町村に お い て は検討 し て ゆ く 必要が あ る 。

表 1 o 1 ご み埋立て 処分地整備状況 ( 昭和 5 5 年 3 月 末現在 )

市 町 村 名 埋 立 地 名 所 在 地

埋 立 て

開 始

年 月

埋 立 て

終 了

予定年月

面 積

( “ )

全体容量

( 謠 )

残余容量

( 謠 )

5 4 年度

埋立 て実

績

( tメ年 )

備 考

鳥 取 市
晩 稲 不 熟

物 処 理 場
鳥取市晩稲 5 3 0 2 7 5 7 3 3 8 0 0 0 9 5 0 0 0 2 4 2 0 0 1 8 3 7 4

東 部 広 域

行 政 管 理 組 合

高 草 清

掃 工 場
鳥取市里仁 6 3 7 一 1 8 4 7 8 5 9 3 2 5 ,0 0 0 2 5 5 0 0 0 9 4 4 0 6 2 0 0 2 1

岩 美 町
岩美町清掃

工場灰捨場
岩美町大字 恩志 5 3 9 6 2 8 9 5 0 5 7 0 0 D 1 6 8 3 3 5

国 府 町 こ く ふ浄苑 国府町大字岡益 4 6 1 2 6 0 3 9 5 0 3 1 0 0 1 6 9 2 1 2 5 0

福 部 村
福 部 村 残

渣 処 分 地
福部村大字中 D 0 4 D 8 3 8 8 1 1 7 6 2 1 ,4 6 2 6 0

河 原 町
河 原 町

ご み埋立地
河原町大字内井 4 7 4 D 7 3 5 7 0 0 9 6 0 0 2 ,7 9 2 1 0 9 7

若 桜 町
右桜町営不

黙物処理場
若桜町大字浅井 4 6 4 6 0 3 4 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 9 0 8 9 7

佐 治 用 瀬

ご み 処 理

施 設 組 合

佐 治 ･ 用瀬

ご み 処 理

施 設 最 終

処 分 場

佐 治村葛谷

5 3 4 5 4 7 2 0 0 6 0 0 3 6 0 1 6 0

5 4 8 6 4 7 2 0 0 6 0 0 4 5 0 3 0

気 高 郡

衛 生 施 設 組 合
組合灰捨場 青谷町大字青谷 4 9 4 5 6 3 B O O 2 4 0 0 4 0 0 5 0 5

中 部 広 域

行 政 管 理 組 合

向 山埋立地 倉吉市和田 東町 4 4 8 5 2 3 6 0 0 0 1 7 0 0 0 0 5 5 6 5

東伯埋立地 東伯町大宇田越 4 9 1 2 6 0 3 1 0 0 0 0 1 0 0 ,0 0 0 8 8 0 0 0 1 0 5 8

名 和 町
名和町焼却

残渣埋立地
名和町 西坪 b 0 6 5 7 3 7 0 0 6 0 0 1 8 0 1 1 8

大 山 町
大 山 町 不

燃物処理場
大山町豊房 0 3 4 5 8 3 5 0 0 1 0 0 0 0 8 4 0 0 5 0 0

日 吉 津 村
日 吉 津 村

灘浜埋立地
日 吉津村 日 吉津 4 6 4 5 6 9 1 O G 7 5 0 3 5 2 0

境 港 市
不 燃 物

埋 立 地
境港市渡町 1 1 9 4 6 5 5 7 3 1 L8 2 7 3 5 4 8 1 78 8 1 1 6 1 6

淀 江 町
佐 陀 不 燃

物 処 理 場
淀江町大字佐陀字灘浜 5 1 4 6 0 3 8 9 2 3 ,5 7 0 22 3 1 2 0 5

西 部 広 域 行 政

管 理 組 合

米 子 市

祇 園 町 沖
米子市祇園町二丁 目 4 7 1 1 6 2 3 2 3 5 7 0 0 9 4 1 ,6 0 0 6 0 6 6 0 0 1 0 0 0 0

計 // 34 2 4 0 0 1再 0 2,7 6 3 8 5 4柊 4 7 6 1 ,8 1 1
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4 し尿浄化槽

近年、 生活水準の 向上、 生活様式の 変化等に伴な い、 便所の水洗化への動 き は 、 と み に 高 ま り

し 尿浄化槽の 設置基数は急激に増加 し て お り 、 昭和55年度末に は 、 16 553基 を数 え て い る 。

し か し 、 こ れ ら の し 尿浄化槽は、 必ず し も 適切に維持管理等がな さ れて い る も の ばか り と は 言

え ず、 そ の放流水 に よ る 公共の 水域の 水質の 汚濁、 悪臭の発生等が問題 と な る こ と も あ り 、 こ れ

ら の維持管理に つい て十分指導監督 を強化 し て ゆ く 必要が あ る 。

し 尿浄化槽の 設置基数の推移及び保健所別設置基数は 、 それぞれ図 17及び表 102 に 示す と お り

で あ る が激増す る 浄化槽の 説。十施工及び維持管理等 を適正 に さ せ生活環境の保全上の 支障 と な ら

な い よ う 指導す る た め 、 昭和52年 1 1月 鳥取県 し 尿浄化槽指導要綱 を策定施行 し 、 市町村及び 関係

業界 と 相協力 し て こ れ に 当 た て い る と こ ろ であ る 。

図 1 7 し 尿浄化槽設置基数の推移
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年
度
末

38 39 40 4 1 42 43 44 45 46 47 48 49 50 5 1 52 53 54 55
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表 1 0 2 保健所別 し 尿浄化槽設置基数
( 昭和 5 6 年 3 月 3 1 日 現在 )

人槽＼＼＼保、健所 鳥 取 郡 家 倉 吉 米 子 根 雨 。十

~ 2 0 4 , 1 8 5 1 0 2 8 2 5 3 9 4 4 5 9 2 4 7 1 2 4 5 8

2 1 ~ 5 0 6 0 8 1 0 2 6 2 4 9 3 6 5 6 2 3 2 6

5 1 ~ 1 0 0 2 8 8 5 1 2 D o 4 1 0 4 6 L 0 5 0

1 0 1 () 2 0 0 1 2 1 1 9 1 1 3 1 5 6 1 9 4 2 8

2 0 1 ^) 3 0 0 3 7 1 0 4 8 5 3 4 1 5 2

3 0 1 () 5 0 0 2 8 5 2 7 3 3 4 9 7

小 口十 5 , 2 6 7 1 2 1 5 3 , 6 0 6 6 , 0 4 7 3 7 6 1 6 , 5 1 1

5 0 1 () 1 , 0 0 0 1 4 2 3 1 6 1 3 6

1 , 0 0 1 (】 2 , 0 0 0 2 2 4

2 0 0 1 ^) 3 0 0 0
1

1 1 2

小 。十 1 6 2 4 1 9 1 4 2

合 。十 5 , 2 8 3 1 , 2 1 7 3 6 1 0 6 , 0 6 6 3 7 7 1 6 , 5 5 3

第 2 節 産業廃棄物 の 現況

先年の 生産活動の拡大 と 消費生活の 向上に よ り 各種産業か ら 発生す る 産業廃棄物の排出量は著 し

く 増加 し 、 ま た質的 に も 大 き く 変化 し て い る 。

特 に 不燃物、 難燃性等処理困難な 廃棄物が増加す る 傾向 に あ る 。

こ れ ら の産業廃棄物の 処理に つい て 、 廃棄物処理法は 第一義的に排出事業者の処理責任 を 明定 し

事業者に その産業廃棄物 を 自 ら 処理す る 義務 を課 し て い る 。

又 、 排出事業者は、 当該業務に つい て都道府県知事の 許 可等 を得た 業者 に一定の 条件の も と で委

託す る こ と が でき る こ と と さ れて い る が、 本県 に お け る 現状は 、 図 1 8及び図1 9 の と お り であ り 、 事

業者 自 ら 自 家処理又は 、 こ れ ら 産業廃棄物処理業者 に よ り 相当量の も の が処理処分で き る も の と 考
え ら れ る 。

本県に お い て は 、 早急に 処理対策 を講 じ さ せ る 必要の あ る 産業廃棄物 6 品 目 を取 り 上げ こ れ ら の

処理処分等の方策に つい て 、 昭和50年 9 月 産業廃棄物処理。十画実施指導方針を策定し 、 こ れ に基づ

き 関係業界 を指導す る た め 、 各廃棄物毎に次の 構成に よ る 専門部会 を 設置 し 、 関係業界、 排出者等

に 廃棄物の排出状況等の 搦査及び処理体制の整備等 に つい て検討 さ せ て い る と こ ろ であ る 。
専門部会の 構成

4

廃油 ･ 古 タ イ ヤ 関係
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鳥取県経済連 自 動車燃料課、 鳥取県 自 動車整備振興会、 鳥取県石油商業組合、 鳥取県 自動車 タ

イ ヤ商業組合、 鳥取県バ ス協会、 鳥取県 ト フ ッ ク協会、 鳥取県乗用 自動車協会、 鳥取県 自 動車

販売店協会、 環境保全課

メ ッ キ ス フ ノ ジ ･ 表面処理ス ラ ノ ジ関係

鳥取三洋電機㈱本社、 旭鍍金㈱、 鳥取旭工業㈱、 堀鍍金工業所、 環境保全課 ( 鳥取保健所 米

子保健所 )

廃 ブ フ ス チ ノ ク ･ 家畜ふ ん尿関係

鳥取県経済連畜産課、 同資材課、 鳥取県農協中央会団地推進室、 東伯町、 大栄町 、 赤碕町、 農

政課、 農業改良課、 農蚕園芸課、 畜産課、 環境保全課 ( 倉吉保健所 )

建設廃材関係

( 社 ) 鳥取県建築士会、 ( 社 ) 鳥取県建設業協会、 鳥取県建築連合会、 鳥取県設 。十監理協会、

鳥取県 イ ン プ ノ ア 事業協同組合、 鳥取県左官組合連合会、 建設省 鳥取工事事務所、 管理課、 建

築課、 営繕課、 環境保全課

な お各専門部会に お い て処理 を検討 し て い る 産業廃棄物の 処理状況は 、 表 103 の と お り であ る 。

図 1 8 産業廃棄物処理業の許可の現況

( 昭和 5 5 年度末 )

収集運搬

収集運搬及び中間処理

収集運搬及び最終処分

収集運搬及び中間処理及び最終処分

図 1 9 産業廃棄物処理業者の推移

収集運搬及び
中間処理 2 収集運搬及び最終処分 3

昭和49年度末現在 収集運搬 1 4

収集運搬及び中間処

及び最終処分 1

5 5昭和55年度末現在 収 集 運 搬

収集運搬及び中間処理 4

収集運搬及び最終処分 5
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鳥取県経済連 自 動車燃料課、 鳥取県 自 動車整備振興会、 鳥取県石油商業組合、 鳥取県 自 動車 タ

イ ヤ商業組合、 鳥取県バ ス協会、 ,鳥取県 ト フ ソ ク 協会、 鳥取県乗用 自動車協会、 鳥取県 自 動車

販売店協会、 環境保全課

メ ソ キ ス フ ノ ジ ･ 表面処理 ス ラ ノ ジ関係

鳥取三洋電機㈱本社、 旭鍍金㈱、 鳥取旭工業㈱、 堀鍍金工業所、 環境保全課 ( 鳥取保健所 米

子保健所 )

廃 ブ ラ ス チ ソ ク ･ 家畜ふ ん尿関係

鳥取県経済連畜産課、 同資材課、 鳥取県農協中央会団地推進室、 東伯町、 大栄町、 赤碕町、 農

政課、 農業改良課、 農蚕園芸課、 畜産課、 環境保全課 ( 倉吉保健所 )

建設廃材関係

( 社 ) 鳥取県建築士会、 ( 社 ) 鳥取県建設業協会、 鳥取県建築連合会、 鳥取県渡。十監理協会、

鳥取県イ ン プ ノ ア 事業協同組合、 鳥取県左官組合連合会、 建設省 鳥取工事事務所、 管理課、 建

築課、 営繕課、 環境保全課

な お各専門部会に お い て処理 を検討 し て い る 産業廃棄物の 処理状況は 、 表 103 の と お り で あ る 。

図 1 8 産業廃棄物処理業の 許可の現況

( 昭和 5 5 年度末 )

収集運搬

収集運搬及び中間処理

収集運搬及び最終処分

収集運搬及び中間処理及び最終処分

図 1 9 産業廃棄物処理業者の推移

収集運搬及び
中間処理 2 収集運搬及び最終処分 3

昭和49年度末現在 収集運搬 1 4

収集運搬及び中間処
及び最終処分 1

･.･ .･
5 5 ゞ÷昭和55年度末現在 収 集 運 搬

収集運搬及び中間処理 4

収 運搬及び最終処分 5
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表 1 0 3 産業廃棄物処理専門部会で処理を検討 し て い る 産業廃棄物の処理の現況

単位 ト ソノノ月

＼排出量

左 の 処 理 内 訳

備 考
自 己処理 業者委託

メ ー カ ー

プ イ ー フ

一等回収

市 町 村

処 理

売 却

譲 渡
保管等

メ ソ キ ス フ ノ ジ

表面処理ス ラ ノ ジ
1 9 7 2 2 1 6 7 4 4

廃 油 2 9 9 7 1 4 5 7 8 2 9 8 5

古 タ イ ヤ 3 7 0 1 7 0 2 0 1 2 0 2 0 3 0 1 0

建 設 廃 材 3 5 5 8 6 3 5 ,5 1 4 6 1 1 0 1

廃 ブ ラ ス チ ソ ク 類
(農業用 )

1 7 8 1 4 3 3 5

I

家 畜 ふ ん 尿 6 3 ,9 0 0 1 2 5 2 4 9 1 3 8 2 9 0 1 1 1 3 2 2 7

。十

1 0 0 ,5 3 0

l %

4 8 4 4 4 9 4 3 1 1 9 8 2 2 2 9 1 5 3 1 3 2 8 2

4 82 9 4 0 2 0 0 2 9 0 1 3 2
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第 9 章 中 小 企業者 に 対 す る 貸 付

(1) 県 では 、 企業が公害防止施設 を設置す る場合に、 企業の公害防止 を側面か ら援助す る た め 、 昭和

4 6 年度か ら 、 公害防止施設整備 に対す る 貸付 を行 っ て い る 。

表 1 0 4 鳥取県公害防止資金貸付制度 (昭和 5 5 年度)

貸 付 対 象 中 小 企 業 者 ま た は 事 業 協 同 組 合 等

対 象 施 設

貸 付 限 度 額

貸 付 利 率

返 済 方 法

取 扱 金 融 機 関

土地、 建物、 構築物、 機械設備

2, 0 0 0 万円 以内、 事業協同組合に つい て は 3 , 0 0 0 万円以内

年 6 9 %以内 (保証付の場合年 6 6 %以内 )

7 年以内 ( 1 年以内 の据置 を含む 。 )

商工組合中央金庫鳥取支店

昭和 4 6 年以降の貸付実績は 、 下表の と お り で あ る 。

⑨ 3 表 1 0 5 公害防止資金貸付実績

年 度 貸 付 件 数 貸 付 金 額

4 7

4 8

4 9

5 0

5 1

5 2

5 3

5 4

5 5

1 0 件

1 0

4

8

7

7

8

1 1

5

3 9 8 5 万円

6 , 7 9 8

6 4 5 0

5 , 6 5 5

7 9 0 0

1 0 0 0 0

8 , 1 7 7

1 5 , 2 8 8

7 3 8 0

表 1 0 6 施設別貸付実績

＼"＼"ご~"官、鬘拠年 度 貸付実績
汚 水 処 理 施 設 ばい じ ん防止施設 そ の 他

件 数 貸 付 金 額 件 数 貸 付 金 額 件 数 貸 付 金 額

4 7

4 8

4 9

5 0

5 1

5 2

5 3

5 4

5 5

8 件

7

2

6

6

7

6

1 1

5

2 , 4 3 5 万円

5 , 4 5 8

3 0 0 0

4 , 5 0 5

5 , 9 0 0

1 0 , 0 0 0

7 5 9 9

1 5 , 2 8 8

7 3 8 0

十牛

3

2

2

2

一万円

1 3 4 0

3 4 5 0

1 1 5 0

5 7 8

2 件

1

1 , 5 5 0 万円

2 , 0 0 0
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(2) 中小企業近代化資金助成法 に よ る 設備近代化資金 (無利子) に よ る 貸付

表 1 0 7 中小企業設備近代化資金貸付実績

年 度 件 数 金 額 ｣ 対 象 施 設

4 7

4 8

4 9

5 0

5 1

5 2

5 3

5 4

5 5

9 件

1

1

2

1

4

4

2

2 0 2 3万円

2 2 2

3 2 0

1 4 3 6

2 2 3

2 , 0 4 5

2 , 7 5 0

1 , 4 4 1

汚水処理施設 8 、 騒音防止施設 1

′′

汚水処理施設

/ソ

ノン

" 3 、 そ の他 1

(3) 中小企業金融公庫、 国民金融公庫に よ る 貸付

表 1 0 8 中小企業金融公庫、 国民金融公庫に よ る 貸付実績

(産業公害防止貸付) (公 害 貸 付)

＼"＼""~~ご鳶遂遮年 度 貸付実績
中 小 企 業 金 融 公 庫 国 民 金 融 公 庫

件 数 金 額 件 数 金 額 ′

4 7

4 8

4 9

5 0

5 1

5 2

5 3

5 4

5 5

8 件

4

8

4

9

4

8

2

2

1 1 , 2 5 0 75円

1 , 8 0 0

1 4 , 4 8 0

1 4 , 3 0 0

1 5 , 3 5 0

8 , 4 0 0

3 6 , 1 0 0

2 2 , 0 0 0

5 , 0 0 0

8 件

5

1

2

1

1

2

1

7

2 1 2 0 万円

1 , 8 8 0

3 0 0

3 6 0

9 0

6 0 0

3 7 0

1 6 0

4 , 0 5 0

(4) 公害防止事業団貸付

表 1 0 9 公害防止事業団貸付実績

年 度 件 数 金 額 対 象 施 設

5 3

5 4

5 5 112
1 , 8 0 0万円

1 2 , 0 0 0

9 , 9 0 0

廃棄物処理施設

汚水処理施設

産業廃棄物処理施設 ( 6 9 0 0 7の

汚水処理施設 〔 3 0 0 0 フの
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第 10 章 公害紛争処理 公害苦情等

第 1 節 公害紛争処理制度 の 現況

公害 を め ぐ る紛争は、 因果関係 の解明 が困難 な と こ ろ か ら 、 公害 の裁判に よ る解決に膨大 な時間

と 費用 を要す る の が実情であ り 、 し か も 公害 の被害は単に財産上の被害に と ど ま ら ず、 人 の健康、

生命 に及ぶ場合 も 少 な く な く 、 ま た被害者は比較的弱い立場に あ る一般住民で あ る の が通例であ る 。

こ の た め、 春。公 と は別に紛争 を早期に解決す る こ と を 目 的 に昭和 4 5 年に公害紛争処理法 (昭和

4 5 年法律第 1 0 8 号) が制定 さ れた 。

こ の法律に規定す る紛争処理の方法は 、 あ っ せん 、 澗停、 仲裁並びに裁定 と な っ て お り 、 紛争処

理機関 は、 中央機関 と 都道府県機関 と が あ り 、 都道府県の機関に つ い て は 、 常設の審査会方式の機

関 と 紛争処理に あ た る べ き候補者 を あ ら か じ め委嘱 し て お く 名簿方式 と が あ る 。

◎ ? 本県 の場合ま 、 名簿方式 を採用 し、 公害審査委員候補者 1 3 名 を お き 、 公害紛争事件が申請 さ れ
た場合は 、 知事が候補者の 中 か ら 3 人 の委員 を選出 し、 公害紛争の処理に あ た る体制 を と っ て い る 。

第 2 節 公害苦情受理処理状況

1 公害苦情受理状況 ( 県、 市町村新規受理分 )

(1 ) 昭和 5 5 年度 に お け る 本県の公害苦情受理状況は、 1 7 3 件で あ り 、 昭和 5 4 年度 1 7 1 件

に比べ て 2 件増加 し て い る 。

(2) 年度別公害苦情種類別受理件数は 、 次 の と お り で あ る 。

公害の種類頭＼＼年度 4 7 4 8 4 9 5 0 5 1 5 2 5 3 5 4 5 5

大 気 汚 染 3 2 2 2 3 3 4 1 2 6 1 6 2 4 1 1 3

水 質 汚 濁 9 2 1 0 7 6 1 5 4 3 8 3 7 5 9 4 4 3 4

騒 音 4 0 4 8 5 6 3 9 4 2 3 6 3 5 3 7 3 6

振 動 4 3 6 6 1 5 3 7

悪 臭 8 2 1 0 9 8 1 3 7 3 3 3 5 4 0 3 2 1 7

土 壌 汚 染 1 3 3 1 3

そ の 他 4 0 3 7 3 6 2 9 3 2 4 5 3 4 4 4 7 6

。十 2 8 7 3 3 0 2 7 3 2 0 7 1 8 0 1 7 0 1 9 7 1 7 1 1 7 3

公害 の種類別苦情 は 、 昭和 5 5 年度受理件数中では 、 水質汚濁 3 4 件 ( 2 0 %) 騒音 3 6

件 ( 2 1 %) 、 悪臭 1 7 件 ( 1 0 %) 大気汚染 3 件 ( 2 %) 振動 7 件 ( 4 %) そ の他

7 6 件 ( 4 3 %) と な っ て い る 。
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(3) 受理件数 の多 い市町村は 、 米子市 7 1 件 (前年度 3 9 件) を最高 に 、 鳥取 3 8 件 (前年度52

件 ) 、 倉吉市 1 9 件 (前年度 3 2 件 ) 東伯町 9 件 (前年度 8 件 ) 赤碕町 5 件 (前年度 2 件)

の順 と な っ て い る 。

2 公害苦情の処理状況

昭和 5 5 年度 に お け る 公害苦情件数 1 7 3 件中解決 し た も の 1 6 3 件で、 解決率 は 9 4 % と な

っ て い る 昭和 5 5 年度 の公害苦情種類別処理状況は 、 次 の と お り で あ る

“齢種類＼＼＼区"分~ 受 理 件 数 A 解 決 件 数 B 解決率 蔓則 ) %
大 気 汚 染 3 3 1 0 0

水 質 汚 濁 3 4 3 0 8 8

騒 音 3 6 3 5 9 7

振 動 7 6 8 6

悪 臭 1 7 1 5 8 8

そ の 他 7 6 7 4 9 7

。十 1 7 3 1 6 3 9 4

3 公害の種類別発生源内訳

公害の発生源別では 、 製造業 3 6 件 ( 2 1 %) 、 畜産業 2 5 件 ( 1 4 %) 、 商店飲食店 2 3 件

( 1 3 %) 、 家庭 1 0 件 ( 6 %) 建築土木工事 2 2 件 ( 1 3 %) そ の他 5 7 件 ( 3 3 %) と

な っ て い る 。

種 類＼＼＼＼発＼生源 製造業
建築士

木工事

交 通

機 関
畜産業 家 庭

商 店

飲食店
その他 。十

大 気 汚 染 2 1 3

水 質 汚 濁 7 1 1 7 3 1具 5 3 4

騒 音 5 3 2 0 8 3 6

振 動 4 3 7

悪 臭 3 6 8 1 7

そ の 他 1 9 1 4 2 7 2 3 2 7 6

。十 3 6 2 2 2 5 1 0 2 3 5 7 1 7 3
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第 3 節 企業 の 公害防止管理者等 の 設置

公害防止管理者等の設置

昭和 4 6 年 6 月 制定 さ れた ｢特定工場に お け る 公害防止組織の整備 に関す る 法律｣ に よ り 、 一定

の要件 を備 え た特定施設 を有す る 工場は 、 そ の特定施設の区分 (大気、 水質、 騒音、 粉 じん、 振動)

ご と “こ 公害防止管理者 を選任す る こ と を義務づけ ら れ、 こ の ほ か従業員 の数、 工場の規模に よ っ て

は 、 公害防止統括者、 公害防止主任管理者 も 選任 し な ければ な ら な い こ と に な っ て い る 。 本県 に お

い て公害防止管理者等 を選任 し な け れば な ら な い工場数は 4 4 工場で あ る

表 1 1 0 公害防止管理者等設置状況

業 種 名 工場数 公害防止統括者
大 気 関 係

公害防止管理者

水 質 関 係

公害防止管理者

騒音関係公害防止管理者 粉じん関係公害防止管理者 振動関係公害防止管理者 公害防止主任管理者第一種 第二種 第三種 第四種 第一種 第二種 第三種 第四種
⑱ 食 料 品 製 造 業 5

2

く2)

5

(5)

⑲ た ば こ 製 造 業 2 2ムセ
2

(2)

⑳ 繊 維 工 業 2
1

( 1 )

1

⑳ 木 材 、 木 製 品 製 造 業 2
2

(2)

2

(2)

⑳ バ ル ブ、 紙、 紙に工昴議雌轢 2 2俊r
1

( 1 )

1

( 1 )

1

( 1 )

1

( 1 )

③ 石 油 、 石 炭製品製造業 6
1

( 1 )

1

( 1 )

5

(4)

⑳ 窯業 、 土石 製品 製造業 1 4
5

(5)

1

(1 )

1 3

@

⑪ 鉄 鋼 業 2
2

( 1 )

2

( 1 ) ( 1 )

⑳ 金 属 製 品 製 造 業 5
1

(2)

4

(2) ( 1 )

⑭ 一 般 機 械 器 具 製 造 業 14
1

の

1
1

( 1 )

1

( 1 )

1

⑳ 電 気 機 械 器 具 製 造 業 2 2複ゞ
1

(1 )

2

(2)

⑪ ガ ス 業 1
1

。十 4 4
1 9

ほめ
3

(3 )

2

(1 )

1 9

@

2

(2)

6

(6) ( 1 )

1

(2)

1

( 1 )

1 3

Q の

1 1

( 1 )

(注) 1 業種番号、 業種名 は 日 本産業分類に よ る 。

2 ( ) は 、 代理者 の数 であ る 。
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第 4 部 鳥取県を美 し く す る運動

1 鳥取県を美 し く す る運動

県民のすべ てが健康で文化的な 生活 を営む た めに は 、 生活環境 を 清潔で快適 な も の に す る 必要が

あ る 。

ごみの な い 清潔な 生活環境づ く り は 、 我 々 県民 に課せ ら れた義務であ り 、 県 ･ 市町村の積極的 な

施策 と と も に 、 県民 一人一人の 正 し い理解 と 協力 を得 て強力 に推進 し て ゆ く 必要が あ る 。

こ の た め 、 昭和46年 か ら市町村及び各種関係団体の協力 の も と に ｢ 鳥取県 を美 し く す る 運動 ｣ を

実施 し 、 県民 の環境保全意識 を高揚 し 、 河川 、 海岸等公共の場所か ら ごみ を~掃す る 運動 を展開 し

て き た 。

昭和 55年度の 事業実施結果は次の と お り であ る 。

0 運動期間 昭和 5 5年 10 月 1 日 ~ 1 0月 3 1 日

(2) 運動 内容

① 広報活動

ポ ス タ ー 5 0 0 枚作成 し保健所 、 市町村に配布 し 、 併せて市町村広報紙に運動の 主 旨 を掲

載す る と と も に 、 有線放送等 を通 じ て運動へ の参加 と 意識 の高揚 を 図 った 。

② 知事表彰

地域環境美化に功積の あ っ た個 人 、 団体に 対 し知事表彰 を行 っ た 。

③ 清掃活動

市町村、 各種団体、 自 治会等が中心 と な り 河川 、 湖沼 、 海岸、 公園等 の清掃 を実施す る

と と も に不法投棄 ごみ の除去 を 行 っ た。

④ 不法投棄の監視指導

市町村、 保健所 に よ り 、 不法投棄の監視指導パ ト ール を 実施 し た 。 更に警察の協力 を

得て 不法投棄者の監視取締 パ ト ロ ー ル を 実施 し た 。

⑤ ごみ容器 、 立札の設置

今共 の場所に ごみ容器 を設置す る と と も に 、 不法投棄 を し な い よ う 立札 を設置し た。

⑥ 各種会合

美化意識の高揚 を図 る た め の 会合 を開 く と と も に 、 浄化槽の 設置者に対 し維持管理講習

会 を実施 し た 。

2 環境週間

昭和47年国連総会にお い て毎年 6 月 5 日 を ｢ 世界環境 プ ー ｣ と す る こ と が決議 さ れ 、 こ れ を受 け

て我が国に おい て も 、 こ の 日 を 初 日 と す る 1 週間を ｢ 環境週間 ｣ と す る こ と と さ れた 。

こ の週間は 、 環境問題に対す る 認識 を深め 、 公害防止や 自然環境保全 を強力 に推進す る た め の全

国運動 を展開 し よ う と す る も の であ る が 、 本 県 に お い て も 、 こ の趣 旨 に沿 っ て市町村及び各種団体

の協力の も と に多彩な 行事 を実施 し 、 環境保全 に つい て の意義 を 広 く 県民 に普及 し 、 啓 も う に努 め

る た め各種の行事 を行 っ て いる が、 昭和55年度 の実施状況は表 1 1 勃こ示す と お り であ る 。
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表 1 1 1 昭和 55年度環境週間行事実施状況一覧表

行 事 名 難体 協 力 行 事 内 容 行 事 成 果 備 考

環境週 間 ポ

スター の掲示

市町村広報

懸垂蕪 、 横断

幕 の掲示

研修会

記念集会

事業場水質澗

査

環境整備調査

交通公害環境

崗査

整備不良車 の

監視取締 り

海浜 、 河 川 、

湖沼等公共場

所の唐掃

県

市 町 村

市 町 村

県

市 町 村

県

市 町 村

県

市 町 村

県

市

県警本部

陸運事務

所

県

市 町 村

観光協会

市 町 村

県 自動車

陸運事務

所

環境庁ポス タ - 7 0 0枚 を市町村 、 保健

所、 土木出張所等 に配布

有線放送 1 1市町村で廷2 1 回放送

広 報 車 5 市町村で廷 8 回巡回

広 報 紙 1 4市町村で廷 14 回配布

期間中 3 市町村で掲示

6 月 1 9 日 内 鳥取県職員会館で 県 、 市

町村 の公害担当職員 を対象 と し た公害問

題に関す る 研修 を実施 した

環境保全関係団体に よ る環境問題に対

す る意見交換 を実施 した

県下の水質汚濁防止法 の55特定事業場

に対 し水質調査 を行 った

工場 、 事業場の点検 と ご みの 不法投棄

の実態澗査及 び ごみ の除去

交通 ひ ん繁地区に お け る 大気騒音振動

の調査 を行 っ た

整備不良車の い っせ い取締 り

海浜 、 河川 、 湖沼等公共 の場所の清

掃 を行 った

5 3名参加

3 市町村で 1 0 7 名 参加

工場事業場の点検

8 市町村 で 7 1事業所

不法投棄場所の実態調査

10市町村で2 9 ヶ 所 を確認

1 0 8 ト ノ の ごみ を除去 し

た

4 市1 6 地点で廷 4 日 間80

回測定 ( 一酸化炭素に つい

て は 4 地点 で24 時間連続 自

動測定 )

検査車両数 89 台

処 整 備 命 令 0

分 整備通告書 0

状 警 告 2 2

况 。十 2 2

1 9 市町村で 6 4 0 0 0 名参加

し て 偽掃 した

崗査結果

別紙

処

分

状

况

整 備 命 令 O

整備通告書 O

警 告 2 2

。十 2 2
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